
がん予防
～ がんにならずに健康寿命を延ばす！ ～

（国立研究開発法人）国立がん研究センター

社会と健康研究センター
Center for Public Health Sciences

（旧：がん予防・検診研究センター）

津金昌一郎

（予防研究グループ長）

第61回がん対策推進協議会

2016年11月24日（木） 14:00～17:00

2

がん予防の重要性と可能性

がん予防は、がん対策の第一の砦で、全ての国民
にとって最も望ましい対応策

罹患率・死亡率の動向・地域差、移住による変化、
双生児における一致率などの記述疫学研究やコ
ホート研究などの分析疫学研究や介入研究からの
エビデンスからは、がんは予防可能

近年、がん予防・健康寿命延伸に資する日本人の
“エビデンス”が蓄積され、確かな“がんの原因”と、
それに基づく「日本人のためのがん予防法」が提言
されている

TMHOQ
スタンプ
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個別のコホート研究からのエビデンス

http://epi.ncc.go.jp/jphc

計画調査（26万人コホート）
- 夫の喫煙と肺がんリスクとの関連 -

“要因とがん“との関連のエビデンスが蓄積されてきた

「（がん）研究」から「（がん）予防」へ

臨床
公衆衛生

エビデンス

日本人のエビデンスの整理・要約
＋ 国際的エビデンス
＋ 他の科学的根拠（動物データ、メカニズム）
＋ 不足するエビデンスの補足：統合解析
→ 因果関係の評価・関連の大きさの推計

→ 「日本人のためのがん予防法」の提言
“日本人のがんの原因”の推計
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厚生労働科学研究費第３次対がん研究事業による「生活習慣改善によるがん予防法の開発に関する研究」班
国立がん研究センター研究開発費「科学的根拠に基づく発がん性・がん予防効果の評価とがん予防ガイドライン

提言に関する研究」研究班 http://epi.ncc.go.jp/can_prev/



BMIとがん死亡リスクとの関連
- 日本の７つのコホート研究のプール解析-

男性16万人（平均11年追跡）
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Sasazuki S, et al. J Epidemiol 2011;21:417-30. 5
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リスク上がらない範囲

全がん死亡におけるBMI≧27の寄与割合：男性 0.2%、女性 1.0%

コホートコンソーシアムによるより確かなエビデンス構築
JCC (Japan Cohort Consortium)

10コホート約52万人

ACC (Asia Cohort Consortium) 

29コホート約167万人

日本人のエビデンスに基づく評価の一覧（抜粋）
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国立がん研究センターがん研究開発費「科学的根拠に基づく発がん性・がん予防効果の評価とがん予防ガイドライン提言に関する研究」研究班

http://epi.ncc.go.jp/can_prev/
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日本人のためのがんの予防法

5つの健康習慣とがん
【非喫煙、節酒、塩蔵品控えめ、身体活動、適正体重】

Sasazuki S, et al. Prev Med. 2012;54:112-116. 

http://ganjoho.jp/public/pre_scr/prevention/evidence_based.html

健康習慣が増えると
がんのリスクが下がる

男性 女性

「日本人のためのがん予防法」
策定に向けての科学的ステップ

ハザード評価：
人類の発がん因子？

・ヒトのデータ
・動物モデル
・メカニズム

リスク評価：
日本人の発がん因子？

・日本人のデータ
（用量反応関係）

・日本人の曝露実態

推奨：
日本人は避けるべきか？

・日本人のデータ
（利益と不利益）

評価機関 WHO傘下国際がん
研究機関（IARC）

国立がん研究センター
「がん予防研究班」

国立がん研究センター
「がん予防研究班」

受動喫煙

（環境たばこ
煙）

2003年:Group 1$

・十分なヒトのデータ

2016年：確実
・十分な日本人のデータ
・多くの日本人が曝露

2016年：避ける
避けることにより、

・健康上の不利益はない
・様々な疾病の予防効果大

＊規制されていれば不要

ダイオキシン 1997年:Group 1$

・十分なヒトのデータ
（但し、職業大量曝露）

現時点：未評価
・日本人のデータ不十分
・多くの日本人が低用量の

曝露（魚食習慣）あり

現時点：言及なし
規制されている現状では、
敢えて避ける必要はない
・魚食の利益が大きい

加工肉、赤肉 2015年:
加工肉 Group 1$

・十分なヒトのデータ

赤肉 Group 2a$

・限定的なヒトのデータ

2014年：可能性あり
・日本人のデータは不十分

（小さな相対リスク）

・欧米と比較し摂取量低い
（リスク↑の日本人は少ない）

現時点：言及なし
避ける（控える）ことにより、

・脳卒中、肺炎などリスク↑
・予防効果はあっても小さい

$ Group 1： 確実（主として疫学研究からの十分なエビデンスに基づく）、Group2a：おそらく8



日本人のがんの原因*
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たばこ対策と
感染対策が、

最優先課題！

男性では約50％、
女性では約30％、
原因が明らか！

過体重・肥満や食事*が、
寄与する割合は、
欧米とは異なり小さい

*食習慣把握の困難さから
食事関連要因の寄与割合は、
過少評価の可能性

次は、アルコール対策

*過剰相対リスクとリスクの保有割合から推計される

非感染性疾患と傷害による死亡の原因（2007年の推計値）
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Ikeda N, et al, Lancet 2011;378(9796):1094-105.より一部修正

がんの生活習慣関連要因は、他の重要疾患の共通原因

感染関連のがんの原因
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がん関連リスク要因に起因する死亡数（2007年、960,000人）

全死因 循環器 がん* 糖尿病 呼吸器 その他 傷害

喫煙 129 33 77 18
飲酒 31 -2 18 -0.1 12 3
運動不足 52 42 9 0.7
肥満 19 14 4 1
高塩分 34 19 15
野菜・果物不足 5 4
以上合計 265 111 127 1.6 18 12 3

Ikeda N, et al. PlosMed 2012;9(1):e1001160.

（単位：千人）

がん予防のための生活習慣改善は、健康寿命延伸効果が大きい

*感染に起因するがん死亡数：69千人
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がん予防における課題

• エビデンス・プラクティスギャップの解消

– がん予防の正しい知識の普及・啓発

– 実践に向けた、個人の行動変容と社会としての
環境整備（たばこ価格の値上げ、屋内禁煙の
法規制、運動しやすい環境など）

• がんの原因の更なる解明と正確な罹患リス
ク予測に基づいた個別化予防

– ゲノムなどバイオマーカーのみならず心理社会
的要因などを含めた環境要因も
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現在習慣的に喫煙している者の割合の
年次推移（20 歳以上）（国民健康・栄養調査）

受動喫煙が月１回以上ある者の割合
（20 歳以上、現在喫煙者を除く）（国民健康・栄養調査）

（％）

エビデンス・プラクティスギャップ

リスクを高める量を飲酒している者の割合

男性 女性

食塩摂取量の年次推移（20 歳以上）
（国民健康・栄養調査）

確かながん予防法が国民に普及していない

平成20年 平成23年 平成25年
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所得と生活習慣等に関する状況（20 歳以上）

平成26年「国民健康・栄養調査」の結果

望ましい生活習慣において所得による格差が生じている
（概して、所得が低いグループにおいて実践割合が低い）



15 http://epi.ncc.go.jp/riskcheck/index.html

個人の行動変容を支援するツールの開発
（簡易ながん罹患リスク予測ツール）

16 http://epi.ncc.go.jp/riskcheck/5hlhc/



10年間に肝がんに罹患する確率

Michikawa T, et al. Prev Med 2012;55:137-143.

C型肝炎感染者
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肝炎ウィルス非感染者

肝炎ウィルス感染者

肝機能、ウィルス遺伝子型で
更なる精度向上
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スコア 10年間での
確率(%)

スコア 10年間での
確率(%)

スコア 10年間での
確率(%)

0-10 ≤0.4 15 1.5 20 5.2
11 0.6 16 1.9 21 6.6
12 0.7 17 2.5 22 8.3
13 0.9 18 3.2 23 10.6
14 1.2 19 4.1 24 13.4

10年後の胃がん罹患予測ツール

Charvat H, et al. Int J Cancer 2016;138:320-31.

年齢 (女性) 年齢 (男性) 胃がんの家族歴

40-44 0 40-44 1 なし 0
45-49 1 45-49 3 あり 1
50-54 2 50-54 4
55-59 3 55-59 6 ABC分類
60-64 4 60-64 8 A 0
65-70 5 65-70 10 B 8

C 11
喫煙 高塩分食品 D 11

非喫煙・過去喫煙 0 なし 0
現在喫煙 1 あり 1 計 /24

ヘリコバクター・ピロリ菌
未感染者（萎縮なし）



大腸がんの罹患予測ツール

Ma E, et al. Cancer Epidemiology 2010;34:534-41.
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年齢が、現時点で最大の予測因子

→ 生活習慣、環境、感染、遺伝的素因、バイオマーカーなどを
組み合わせた精密な個人のリスク予測が課題 (Precision Medicine)

Kovalchik SA, et al. N Engl J Med 2013;369:245-54.

リスク別の肺CT検診の効果
- National Lung Screening Trial (NLST) *-
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1人の肺がん死亡を防ぐために
必要な検診者数

5,276 531 415 171 161

1人の肺がん死亡を防ぐために
必要な偽陽性者数

1,648 181 147 64 65

肺がん死亡率減少効果は同等
1万人年当たりで救える肺がん死亡
→ リスクに比例して増加

→ リスクに比例して減少

5-year risk of lung-cancer death 5-year risk of lung-cancer death

*肺がん死亡率に加えて総死亡率減少が示されている重度喫煙者を対象としたランダム化比較試験

20
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がん予防を阻む意外な落とし穴：
過剰診断 Overdiagnosis※

“がんの過剰診断は普通にある”
Recognise that overdiagnosis occurs and is common.

（例）前立腺、乳がん、肺、甲状腺、メラノーマ
米国NCIで開催されたがんの過剰診断・過剰治療に関する会議での合意事項

Esserman LJ, et al. Lancet Oncol 2014;15:e234-42. 

※ 寿命前に症状をもたらしたり、死因になることがないようながんの診断

全がん年齢調整死亡率（男性） 全がん年齢調整罹患率（男性）

死亡率は1990年代

半ばより減少傾向
にあるのに、罹患
率は上がり続けて
いる（前立腺がんを
除けば減少傾向）

22

年齢調整罹患率・死亡率の Joinpoint 回帰分析の結果

JACR Monograph Supplement No.2 2016
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無症状者に対するがんの早期発見・検診は、概して、がん診断のリスクを
高める。その中には、一定程度の過剰診断が含まれる可能性がある。
従って、当該がんの死亡リスク減少に帰結することが未知であったり、不
利益が利益を上回る可能性のある推奨されていないがんの早期発見・検
診は、（安易には）提供しない・受けないことが、がん予防のためには重要

前立腺がん：米国政府作業部会（USPSTF）は、死亡率減少効果があったとし
ても不利益が大きいのでPSA検査をしないことを推奨

甲状腺がん：韓国ではエコー検査の普及により、女性最頻のがんとなり医療費
を圧迫

肺がん：ランダム化比較試験（NLST）において検診で発見された肺がんの約
20％、細気管支肺胞上皮がん（BAC)（女性に多い）では約80％が過剰診断と
推計（JAMA Intern Med 2014）

過剰診断を想定させる腫瘍に対しては、緩徐に進行する上皮性病変(IDLEs ：
indolent lesion of epithelial origin)などの新たな呼称を用いて、 “がん”の診断
を抑制する（上皮内がんも同様）

がん予防とがんの早期発見・検診

精度の高いリスク予測に基づいて、リスクの高い人への予防と検診を
徹底させ、リスクが低い人への検診は頻度を下げるなど、がん予防や
検診のあり方について見直しが必要
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国民の健康寿命延伸につなげるためにも、

“たばこや感染対策”及び“がん検診”だけでなく、

生活習慣・生活環境の改善による
確かながん予防法の普及・実践のための

具体的な対策が望まれる

まとめ

がん予防 健康寿命の延伸


